



































































































































































































































































<液晶部材〉程〉 く工 程〉 く液晶部材〉
凧
く工 ［ ［ |ガラス離板’ス基板ﾌﾟノラ



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年前半 2005年４月 2 05年10月 20 6年1月 2006年７月
17型液晶 600弱 340 170 
32型液晶 1,300 60  600弱 600 450








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































[|東電Ｉ 6,263 892 5２ 6６ 17.9 
旭硝子 15,267 1,182 2９ 5２ 13.7 
JSR 3,382 567 4２ 6７ 26.8 
'二１本ゼオン 2,631 268 1６ 3８ 24.4 
スタンレー電気 3,118 291 3１ 4３ １３」
15,978 ＬｌＯ２ 2１ 2８ 8.9 
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企業の生産能力拡大や増産が相次いでいる。
偏光板においても，日東電工や住友化学などが
設備投資を活発に行っており，日本だけでなく，
韓国や台湾での投資も果敢に行なっている。日本
ゼオンは〆位相差フィルムの年産能力を引き上げ
るために，同社子会社の高岡工場92に，樹脂をフィ
ルム状に加工する設備を増強してきた。
ＴＡＣフィルム事業では，富士写真フィルムの
投資活動が目立っている。同社は，2006年１０月末
に熊本でＴＡＣフィルムの大型工場を稼動したに
次ぎ，ＴＡＣフィルムの新工場を神奈川県南足柄
市に新設すると発表した。ＰＶＡフィルム事業で
も，クラレは，2005年４月に新たな生産ラインを
設けたに次ぎ，2007年６月をめどに生産能力の５
割増のための投資を行なうと発表した。同じ事業
で，前述したように，2006年５月に，日本合成化
学工業も，同社熊本工場の生産能力の増大を発表
した93。
ただ，2001年のＩＴバブル崩壊による苦い経験
があり，投資に際して，部材企業は慎重さを崩し
ていない。さらに，投資規模を抑えるための工夫
も現われている。例えば，2005年に，大日本印刷
が黒llliii工場にカラーフィルターの生産ラインを墹
設した際，その製法にインクジェット方式を初採
用したが，その背景には初期投資額の削減という
狙いがあった。日東電工が広島県尾道市に建設し
た新プロセス棟で，偏光板の材料開発から生産技
術，物流工程まで見直しを加えたのも，投資コス
トの削減がその重要な目的であったとされる９４。
液晶テレビの価下げが続いてきたため，大型液
晶パネルのImi格下落が｣止まらなかった。そのため，
液晶各社は部材調達費の圧縮に軸足を移し，特に，
部材コストの比重が高い大型液晶を中心に，部材
企業へ値引き圧力を強くかけてきた。対立の側而
である。
他方では，共同開発を含めて，部材の供給者と
需要家間の協力がみられた。液晶パネルの新しい
工場に'三|本液晶部材企業が立地していることも，
協力の例である。部材の供給者からも，需要家か
らも，協力の論理が強く働いたからであるが，特
に需要家からの協力の論理は，部材の内製化とい
う形でも現れた。
日本の液晶部材企業は，こうした協力によって
技術力の蓄積，販売の拡大を成し遂げ，パネル企
業との取り|上の交渉力をも高めた。当初パネルメー
カーとの間に下請け的な立場であった部材企業が
少なくなかったことを考慮すれば，部材の取引上
の大きな変化があったといえる。こうした部材企
業の交渉力の強化は，需要家との協力によって可
能になった面もある。
それに，液晶部材･産業は，現場の製造技術の積
み上げを重視する日本企業の一般的な特徴とマッ
チする側面が強かった。そのため，日本企業が異
業種から同産業に新規参入することが容易であっ
た。すなわち，1980年代後半～90年代前半，参入
障壁がそれほど高くなかった段階で，それまでの
本業で蓄積した技術力を生かして参入した。その
後は，需要家との取引の中で，製造技術を積上げ
的に蓄積して，高い市場地位を構築することがで
きた。
従来の本業をはじめ，液晶部材以外のいくつか
の主力事業を抱えることによって，液晶部材事業
の投資回収上の難点にも耐えられた。
しかし，他の製造業にはそれほど見られない，
液晶部材･産業特殊な現象も現れている。例えば，
部材企業が市場取引における高い価格交渉力を発
揮することや，その撹乱要因が共存していること
がまず挙げられる。
また，部材間の取り|の連鎖が存在しており，こ
れは主に部材企業にプラスの影響を与えてきた。
例えば，ある部材･企業が積極的な設備投資を行な
えば，連欽上の他社も設備投資を行なうという現
Ⅸ、結論
日本液晶部材蘂の産業組織と企業間取引には，他
の産業のそれと似通っている点が少なくない。他
方では，この産業の特殊な特徴も現れている。本
文での分析に基づいてこの点を整孤した_上で，今
後の研究課題について簡単に述べたい。
日本の他の製造業でも一般的にみられる現象に
ついてであるが，まず，需要家と供給者問の取引
において，一方では，IilH格交渉などをめぐる激し
いせめぎ合いが，他方では，両者の協力が行われ
るということは，自動車部品，鉄鋼，半導体など，
多くの中間財の取引にも見られる。
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[追記］水稲の一部は，筆者が東京大学２１世紀
ＣＯＥものづくり経常研究センターの「コンピュー
ター産業研究会」で報告（2006年９月211]）した
内容を加筆・Ｉ|多正したものである。同研究会の場
では，参加者の方々から貴重なコメントをいただ
いた。なお，’三|本政策投資銀行の産業技術部と調
査部の方々からも貴重な情報やコメントをいただ
いた。記して感謝の意を表したい。
象が起こった。また，取引連鎖を通じて部材の技
術変化の源泉が多様化していく可能性，従って，
液晶部材の技術変化の内容が多様化していく可能
性も高まった。さらに，取り|辿鎖によって，垂直
関連のある複数部材の技術情報・市場情報の蓄積
が可能になり，一企業が技術(l<]に関連する多くの
部材に携わることも相対ｌＷに容易になった。
しかし，取引連鎖のマイナスの面もあった。例
えば，取引の連鎖によって前方と後方の取り|相手
に挟まれ，１m格交渉力が弱まり，採算が悪化する
部材企業も現われた。
部材･企業が取引企業の数を増していく現象と，
すでに述べたような液品企業の襖数発注政策を組
み合わせて考えると，液I1iil,部材の取引は，必ずし
も相対取引と言い切れない。特定の需要家と供給
背の協力の必要性が高い''1で，相対取引と言い切
れないという現象が現れるのはい興味深い点であ
るように思われる。
現に，日本液晶部材企業は，国内の液晶企業へ
の依存度を低くしつつ，より積極的に国際展開を
行なっている。日本企業同士の取り|の重要性が高
い産業が多かっただけに，こうした液晶部材の国
際的な企業間取り|は新しいljl象であり，今後注目
される点を多く示唆している。
最後に，残されている今後の研究課題について
であるが，第１に，液晶部材企業と液晶パネル企
業間の関係の具体的な内容についてo)分析が必要
である。これは，日本の液晶部材産業の発展過程
を明らかにする上でも欠かせない作業である。と
りわけ，1980年代以降の企業''１１協ﾌﾞ]と対立の'二１１身
について検討を加えたい。第２に，日本液晶部材
企業が参入前に行った経験が，参入後の活動とど
のように結びついており，どのような限界をもっ
たかについて，当事者へのヒアリングをはじめ，
実証分析を積重ねてIlWlⅢするべきである。この作
業は，現在の液晶部材事業を各社の臓史の中で位
置づける作業でもあり，そのため，主要な企業を
選んで企業事例を分析する方法が有効であるよう
に思われる。
半導体材料との比較を通じて，液晶部材産業の
発展過程及び取引の特徴をlUIらかにすることも研
究課題に値すると思われる。
］『化学経済｣2004年11)１号。
２『'三|経マイクロデバイス｣，2005年６)三川；同，
2006年４月号。1999年の台湾工業技術院の資料に
よれば，PClll液11両１，（3.5世代）I111i格の45％が部材
コストであったとされる。
32006<'三１０ﾉｰ|にも，品質－ｔの問題が発上|ルたため，
’三|水の某プノラス基板メーカーが台湾で橡側してい
る２つの液品川ガラス基板製造窯のうち１つを一
時仲｣こした。2007年明けの再稼働をめざして窯の
修復を行なうという（『Ｕ本経済新MllL2006年９
）二12711)。
４『11経産業新聞』，2006年71151三１．
５束アジア各国の部材企業と需嬰企業'''1の国境を
越える協調・協力という観点から光ドライブと光
ピックアップの関連を分析した研究として，善本
哲夫・新宅純二郎「海外企業との協業を通じた基
ｌｌｉｆ部材と完成,YI事業の連携モデル」『ＢＵＳＩＮＥＳＳ
ＩＮＳＩＧＨＴＡＵＴＵＭＮＬ２００５年秋号がある。
６薄膜材料は，半導体にも液晶にも使われるので，
iilii方の供給者が重なっている（W(上幹『液11,,1,ディ
スプレイの技術革新史一行為連鎖システムとして
の技術一』白桃書房，1999年，５２頁)。
７岩)l:善リム・和泉志(111『液晶部,iii1,．材料ビジネス
最iii線』兀業調査会，1995ｉ1ﾐ，１５ページ。
８岩)|:善リム『液晶産業』工業調査会，2001｛1{，１４４
ページ。
９『[|経ビジネス』，2003年４月141三|号。
１０この原料は，水に溶けやすい，｜摸に力l1JLやす
い，接着しやすいなどの性質を持つので，合わせ
プノラスのｌｌ１ＩＩｌ１膜や紙加工材にも使われる。
１１バックライトユニットは，光iMiからの光の照射
モードを基準にすれば，透過型，半透過型，反射
型等に細分することができる（鈴木八-'二『)三|刊
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ディスプレイ」，2003年６月弓，４ページ)。
ｌ２泉谷渉『これがディスプレイの全貌だ』かんき
｜Ⅱ版，2005〈１２，１１０ページ。
１３．泉谷，前掲晋，１０２ページ。
'’１液陥駆動ｌ１１１Ｃの特性や取り|については，Illl稿
「携帯電話機部ＩＩｉｉ１１の企業間取り’（２）：半導体の取
り|」『経営志林』第41巻第３号，2004(F1１月を参11<(
されたい。
１５印刷３社ＩｌＩＩに企業文化の違いもあったとされる。
Ｉﾀﾞ'|えば，大[|本[l11iilllは，コスト意識が強かったの
に対して，凸版印liilllは家族経営的な色彩が強かっ
た。共同ElIliilllは，，11,版印liil'|と人'二１本'二Ul1llと比べる
と，カラーフィルムなど当時のハイテク事業に械
極的でなかった（『'三|経金融新聞』地方経済面（｢11
’五|Ｂ)，2006年４月13日；『[|経旅業新聞』，1988｛'三
４月30日)。但し，光村印Iilllのように，より遅れて
カラーフィルターTIj場に参入した印liilll企業もある。
１６『Ｈ経金剛(新lilI肌1993年1川２１」；『｢１本経済新
IfM』，1993ｲI畠７)三１９１三ｌｏ
Ｉ７もちろん，このⅡ柳１，先発企業も設備投資を拡
大していた。Ｉﾀﾞ||えば，1994年に，人'三|本印刷は，
既存の埼玉県久喜１場に加えて，プノラーフィルター
増産のために埼玉県大利根'１１｢と広島県三原TITに新
たな工場を建設した。
ｌ８岩井・和泉，前掲書，８４ページ；『'二１本経済新|Ａｌ』，
1994年８月241］；同，1995年２１三1241二l；『[|経厳樂
新聞小1994{Ｉｉ６１三１６１三ｌｏ
ｌ９１Ｗｌ１束塗料の子会社のシントーケミトロンは，す
でに1980年代木からカラーフィルターの研究を手
掛けていたとされる。
２０ただ，その時点で，フィルターの製造方法は，
染色法，顔料分放法，FUIiilll法，蒸着法，電着法な
ど複数あり，主流の技術が定まっていない状況で
あった。それが，カラーフィルターメーカーの投
資の慎重さの一つのMl1でもあった。
２１１mの液晶部材に比べ，カラーフイルダ－１１J場に
おける参入企業数が多い理''1や意IUl〈も|H1わればな
らないが，本稿では立ち入らない。
２２大倉工業の場合，2004年に光学フイルムなどの
新規材料事業の部lII1営業利益が21億''１となり，本
業の合成樹脂部|Ⅱ|を抜いた。
２３それまでのI|『業でj滞った技術，ノウハウを液,'iil，
部材事業でiililllできるという判断も参入の皿'11と
思われるが，この点はＨ本企業の高い市場地位の
孤山でもあるので，それを述べるところで改めて
検討する。
２４『'二|本合成ゴム株式会社三十(|孟史』。
２５ただし，｜Til社の場合，新規ZIl業の発掘のための
取り組みは早く，例えば，1980〈1:に新規事業の本
格展Ｉ)flを|ﾙⅡ(イル，８１年には，新事業の展開のため
に情報材料の研究|)M発をスタートした。
２６液晶部材をはじめ，新規Zl1業が各社の高収]１１Ｗ）
ｉ原泉になっている点については後述する。
２７中国のチンホウ，台湾の大立高分子も，主にＳＴＮ
型液晶に液,IiT1,材料を供給している（泉谷，前掲書，
102ページ)。
２８ただ，大日本インキ化学Ｊ:業がメルクとチッソ
の特許を使わないＴＦＴ型液ｌｉｉｌ,材料の基本的な|ﾙ１発
に成功したのは2000年である。なお，同社の液,W，
材料zl｢業は，スイス医薬,lii1,メーカーロッシュの'１
本法人との折半Ｈ１資企業のロディック社を通じて
行なわれている。
２９『JETROJapanEconomicMollthly』（'三|本貿
易振興会)，November2005o
30『日経エレクトロニクス」2006年５m22[|号。
３１『[|経ビジネスル2004年１１１５n号。
３２『ＪＥ'I1ROJapanEcolDomicMonthly」（'三|本貿
易振興会LNovember2005o
33『化学経済』，2004年１１１１号。
３４『JE'1,ROJapanEcollomicMollthly』（[1本貿
易振興会)，November2005o
35『l]経雌業新聞』，199'１１１(9)=1291｣。
３６泉谷,前掲書,５２ページ；岩)I:,前掲書,151ページ,
３７『JETROJapanEconomicMollthly』（ロ本貿
易振興会)，November2005；『'三|経産業新聞』，
2006年７)='７１｣。
３８１]束fliこ[は，従来，デスクトップパソコン１１１の
液晶向けが三i;流であったが，一枚のフィルムに特
殊樹脂を塗ｲ|丁して大画面テレビに対応できる敵産
技術を|)ﾄ1発したという（『[1本経済新聞』，2006年２
月１日)。
３９液,WI部材の供給ｲ〈足が深刻になったことに対応
して，ｚｌルは，海外での４Ｍ三拡大を急いできた。
例えば，Ｌｌルは，合弁会社のある韓国亀尾に約２０
万㎡のこ[場１１１地を取得し，液Ilii1I111フィルムや高機
能樹脂の生))ｒｉをIll1始した_上，液晶の光学部材など
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に使う厚物ポリエステルフィルムのアジア生産能
ノノを６;!{１１高めた（『'1本経済新|}|｢1川2004年５ﾉｰ'2２
１三|；|同'’2004年７)127[l)。それに，｜同１１<|:は，ilJ場
の供給不足懸念を緩和させるために，帝人デュボ
ンフィルム社とのＩA1に'二1色ポリエステルフィルム
の特許供与契約も結んだ（『｢|絲洲:柴新'11｢ｌＬ２００４
｛11121110Ｈ)。
４０『[|経マイクロデバイス』，2001ｲＩｉ３)二１号。
４１ただ，最近，’'1国や台湾の参入企業も台Ⅲiして
いる（泉谷，前化)譜，110ページ)。
４２泉谷，前掲書，102ページ；ヤ!〃|:，前掲評，１５７
ページ。
４３’１１ＡＣフィルムと違って，１Ｗ「フィルムは，複ＩＨＩ
折による1([色のモアレが発生するから，液I11ilIパネ
ルには使えず，プラズマパネルに使われるという。
4'１ポリマーは光を適度に拡ＩＭ(や透過させることに
よってimi像のIﾘ|るさや鮓Iﾘlさを保つ材料である。
４５『ElectronicJournal』，2006｛li9)三1ﾄﾁ。
４６『JETROJapanEconomicMollthly』（｢１本貿
易振興会)，Novombor2005o
'１７『l｣経産業新'1M』，2006年３)１３１=ｌｏ
４８『Elect1℃llicJourllalL2006ｲl:９ﾉｰ１号。
４９『'三１本経済新聞｣2005年12)三１７１三|；『'三|経産業新
IlllL2005年10ﾉｰll31Zl；同，2006<'三５)二118[Ｉ。
５０粁ﾉﾄ，前掲書，160～161ページ。
５１『日経金融新lhlj2006fMﾉｰl271Zlo
52パソコン１１１液晶パネルのll11i格はこの'１柳１－峨乢
た。｜ﾀﾞ11えば，１５型液晶のｌ１Ｉｉ格は，2005年４)]から
１０月の半年|Ａ１に20％上昇しており，１７型液晶のIIlli
格も2005｛|:２)jから10月の'''１に５％_上昇した。
532006年８月以降は，パソコン111液I1ii1IのIllIi格が上
昇にDIi式じている。採算が悪化した台満液1W,パネル
メーカーがflZ未の需要期入りのタイミングを捉え
安値是IIiに動いたためであるといわれる。しかし，
１１１１には，液liil,パネルの年末割ｉｉ哩がピークを越え
ト||場に上げ''二り観が広がった絲采，ｌ７Ｌｉｌと19型の
Illli格が小'､i下落した（『L１本経済新ｌｌ１ｌｊ２００６年11
）1231三1)。
５４『}三l経産業新Ihl』，2005年８)1231]。
５５『|｣経産業新'11｢l』，2006年５１=ｌ１Ｏｌ１ｏ
５６液品部材の''1でも，偏光板のように，－１１Ⅷ１，
（l11i格の下落''１mが大きかった部材もある。｜ﾀﾞ'|えば，
３２型液晶)'１偏光板のIllli格は，2004ｲ|:鋪31111半ｌＵｌか
らｌ｛lillllに30～40％も下落した。ただし，2005ｲ'2
後半からは，I1lIilff下落が緩やかになり，2006年－１：
’01の半ｲ|:'''１のliTii光板のIllli格下落率は，１０刑Vにと
どまった。
５７『'三|経旅柴新'111』，2006<|Ｈ５)1101三１．
５８『'１紐エレクトロニクス』，2006｛'三５月221」lう゜
５９前述したように，偏光板やカラーフィルターilj
場では，他の液,lil1,部材より参入企業数が多いこと
も，I1llilYf交渉力を弱める要因のように思われる。
６０『l｣本経済新ＩｈｌＬ２００６(|:11月１８，．
６１『１１経エレクトロニクス』，2006年５月221］リナ
６２『lqIo(}trolli(HJoumal』，2006ｲ129)1号；『'1ｲｽﾞ維
済新'11｢|』，２０()5〈Ｉｉ６１三1171｣。
６３『'二|経エレクトロニクス｣2006年５月221三|ﾄﾅ。
６４『[|経i瀧業新旧｢|』，1994イド５)]17日。
６５『｢I経)lri業新M|｢l』，1995ｲlil2ﾉｰ１１［ｌｏ
６６友達光fuは，パソコンの宏碁（エイサー）と半
導体の聯Ｉ１ｆｆ１ｉ子（ＵＭＣ）の液晶子会社が合()｜し
2001年９)二lに発足した液/１１１，企業である。当初は，
パソコン|ｲﾘけがほとんであったが，最近，液１７１テ
レビ|rilけパネルの製造も1Wやしている。
６７『|]経マイクロデバイス』，2005年６月号。
６８『日絲マイクロデバイスル2004年２月丹；liTl，
2005〈|ﾐ６)－１号；『'三|経産業新ｌｈｌＬ２００６年４月121-1.
液/iil部材のlji〔料の生産拠点を韓|刊に設けた企業'１/'｜
として，三愛レイヨンが挙げられる。同社は，轆
国輔２のイiilll化学メーカーの湖南石１１１１化学と折半
ｌＩｌ資して設立した企業で拡散板の材料のアクリル
樹脂１１;(料を４Ｍ:すると，2006年１)]311二|に発表し
た（『'二|経)瀧業新聞』，2006年２)ｊ’'三1)。
６９『|｣総マイクロデバイス』，2006年４１１号。
７０ＳＣＰは，1973ｲ'三に三塁電子とコーニング社との
合弁で設立された企業である（三型誼子水原]:場
及び展示ilW)見学（2005年２)1281｣)）
７１『Ⅲ経マイクロデバイス』，2006年８)]号。
７２『'三l経マイクロデバイスル2003年４月号。
７３凸版|川１１１１は台満の広輝電子にカラーフィルター
を供給していたが，2006年lOrlに友達光電が広)Ｉｉ１（
題子を吸収合()|:したので，凸版印),i''1は友達光fuへ
の販売も行なっている。
７４利金光fuは台濟化学大手の和桐化学の系ﾀﾞ１１企業
として1999イドｌ)］に設立された。
７５『'三|経マイクロデバイスル2006ｲ|皇ｌ)1号。
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7６もちろん，海外で部材の一興生産を試みた例が
ないわけではない。新１１１１，雑誌等の報道によれば，
）lLl硝子が台湾１１｣部の「雲林科技工業区」内に設立
した「旭iii1iT發股科技」では，液IW11ガラス窯も
新設し，原料からの－１:1ｌＬＭｉ体ilil]を'又'ると発表し
た。また〆住友化学も台湾の「南部科学工業園区」
に製造子会社を設けるに際して，一貫生産工場の
新設を決めたという（『|｣本経済新聞｣，2000年７
）]18日；『口経マイクロデバイス』，2003年４月号)。
７７『日本経済新聞』，２()05ｲ|Ｈ１)三ｌ２０Ｕｏ
７８『Ｕ本経済新聞L2006ｲ|ｴ10)126[１．
７９『ロ経産業新聞』，2005｛|z８月231-|；、１，２００５年９
Ｈ３Ｌｌｏ 
８０新宅純二郎・許経lﾘｌ・脈IIL庭『台湾液陥産業の
発展と企業戦略』ＭＭＲＣＤＩＳＣＵＳＳＩＯＮＰＡＰＥＲ
Ｎｏ､8４（東京大学211U:紀ＣＯＥものづくり経営研究
センター)，2006年６｝１，１４ページ。
８１『日本経済新聞』，1993(ＩｉｌＯ１ｌ１１=|；liJl，1994年８
月24ｐ；同，1995{'三３)１１５[｜；同，1995年６)125
ｐ；『日経産業新IillLl99'１ｲＩＺ６)１６１三|；旧１，１９９５
年12月１１Ｅｌｏ
８２新宅・許・蘇，前掲論文，１１～12ページ。
８３『l]経産業新聞』，2005ｲ|ﾐ１０)二1121三|；|同１，２００６〈'２２
月15ロ。
８４液晶材料の開発のための液,1両'1メープノーと液晶材
料メーカーとの企業llIlIlU係のI雅史については，沼
上，前掲書，１１章を参Ⅱ('されたい。
８５『ロ経産業新聞L1983ｲＩｉ１１ﾉｰ'281」；同，1987年
１０月６日。
８６筆者が「コンピュータ旅業研究会」で，本稿の
内容の一部を報告した際，フロアーから，液晶部
材企業が液晶の試作ラインまでもっている例があ
るというコメントをいただいた。おそらく，これ
は，液晶部材企業と液,'而１１企業との技術的なコミュ
ニケーションを}llil1lにすることによって，取り|関
係を深めるための工夫のように)』われる。もし，
こうした推測が正しければ，部材･メーカーが液品
の試作ラインを有することも，需要家との協力の
必要`性を現わす一W'|であるといえよう。
８７『日本経済新聞』，l994fM)三１６１三１．
８８ＪＳＲは，液晶部材参人前の本業のタイヤ用ゴム
事業で，タイヤメーカーの下請的な存在であった
が，液晶部材事業に参入することによって，ユー
ザー企業と対等な関係を結ぶようになったといわ
れる。
８９粁)1２，前掲書，152ページ。
9(）『|]経産業新聞L2006ｲ|ﾐ３月151三1；同，2006年５
）１１１=|；同，2006年５月16｢１．
９１『'三l経産業新聞』，2006年１)1191三'。
９２１局|社の高岡１場は，1956年に１Ｍヒビニールの生
産拠点として設けられ，８４年には水素化ニトリル
ゴムの生朧を|)M始することによって，ハイテク路
線を歩み始めた．このゴムは'二Illi11IlIエンジンのタ
イミングベルトなど仁使１１'され，１１１:界ilj場での|両ｌ
ｉ(l:のシェアは約70％に達しているとされる。
９３『'二|経産業新聞｣2006年５月］［ｌｏ
９４『'二|経エレクトロニクス｣，2006｛'三５)1221]号。
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